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計画の策定にあたって 
       

 １  計画策定の趣旨  

  

    

令和５年４月に「こども基本法（令和４年法律第 77 号）」が施行され、同年１２月に「こど

も大綱」や「こども未来戦略」が閣議決定されました。これにより、こどもの権利を包括的に保

障する法整備がされました。 

  市はこれまでに、こどもたちの成長発達に必要な乳幼児期の教育・保育や子育てサービスの計

画的な整備を進めるとともに、こどもと子育て当事者に関する様々な課題に対応するため、「子

ども・子育て関連３法」に基づき、平成２７年度から「鯖江市子ども・子育て支援事業計画」を

策定し、地域全体で支援していくための取組を総合的に推進してきました。 

今回は、こども・若者・子育て当事者に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、既存

の「鯖江市子ども・子育て支援事業計画」を包括的に見直し、こども基本法に基づき、こども大

綱を勘案した「市町村こども計画」を併せた「鯖江市こども計画」を策定します。 

    このように、こども計画は、こどもたちが健やかに成長・発達し、安心して生活できる社会を 

 めざすための重要な取組です。 

 

 

 ２  計画の期間  

  

   本計画は、令和７年度から令和１１年度までの５年間を計画期間とします。   

 

 

 

３  計画の位置づけ  

  

本計画は、こども基本法第１０条の規定及びこども大綱に基づく「市町村こども計画」として

位置づけるとともに、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業

計画」、次世代育成支援対策推進法第８条の規定に基づく「市町村行動計画」、子ども・若者育成

支援推進法第９条に規定する「子ども・若者計画」及びこどもの貧困対策の推進に関する法律第

９条に規定する計画を一体的なものとして策定し、今後の子ども・若者・子育て当事者における

こども施策の具体的な方向や取り組む内容について定めます。 

市では、こどもの権利を保障し、こどもが幸せに過ごすことができるまちづくりの推進を図る

ため、令和７年４月（予定）に「鯖江市こどもの権利条例」を制定します。条例では、市に関わ

るすべての人がこどもの権利を尊重し、それぞれの生活や活動において活かすことが求められて

います。市は、条例に基づき、こどもに関する取組を推進していくとともに、こどもの権利の視

点から、こどもに関する取組を検証していきます。 
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こどもを取り巻く現状 
 

１ 年齢別就学前児童数の推移  

 

   本市の就学前児童数は年々減少しており、平成 2７年と比べて 767 人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２   世帯別世帯数の推移  

  

本市の世帯数は、核家族世帯や単独世帯が年々増加しています。また、１世帯当たりの人員は

減少し、令和２年の世帯規模は 2.79 人です。 
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こども を 取り巻く現状 
  

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 

資料：国勢調査 
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３  年代別未婚率の推移  

  

   本市の年代別未婚率を平成 12 年と令和２年を比べると、30～34 歳は 11.4 ポイント、35

～39 歳と 40～44 歳は 9.6 ポイント、45～49 歳は 11.1 ポイント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  共稼ぎ率の推移  

  

   本市の共稼ぎ率は県をやや上回っています。年によって増減はありますがほぼ横ばいで推移し

ています。なお、前述の「令和２年国勢調査就業状態等基本集計福井県の概要」によると、福井

県は全国で一番高く、県内では鯖江市が一番高い状況です。 
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資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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子育て支援の現状 
  

１  １号認定の児童数の推移  

  

   １号認定（幼稚園・認定こども園短時部利用）の児童数は、平成 27 年度より 202 人減少 

  います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  ２号認定の児童数の推移  

  ２号認定（保育所（園）・認定こども園長時部利用）の児童数は、就学前人口が年々減少して 

 いく中、令和５年度は 1,595 人で、平成 27 年度からはほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(人） 

子育て支援の現状 
  

資料：保育・幼児教育課 

資料：保育・幼児教育課 
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３ ３号認定の児童数の推移  

 

３号認定（保育所（園）・認定こども園長時部利用）の児童数は、就学前人口が年々減少して

いく中、令和５年度は 1,082 人で、平成 27 年度からほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

４ 放課後児童クラブ  

  

 

放課後児童クラブは、児童センター１５か所、小学校６か所、地区公民館２か所、私立保育

園 8 園のほか社会福祉法人など４か所で実施しており、昼間保護者などが家にいない小学校 1

年生から 6 年生を対象としています。 
放課後児童クラブの登録者数は、令和 5 年度は前年度と比べて 82 人増加し、コロナ禍前の

数に戻りつつあります。 
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５ 地域子育て支援拠点事業  

 

子育て支援センターを拠点施設として、地域の子育て支援ネットワーク委員会や子育て支援

市民団体と連携、協働して子育て支援事業を行っています。子育て支援センターの利用者数

は、令和２～3 年度はコロナ禍における利用者数の制限を設けたため、利用者数が減少しまし

たが、令和５年度は前年度と比べて 3,398 人増加しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６  乳児家庭全戸訪問事業  

  

乳児家庭全戸訪問事業は、生後４か月までの間に家庭訪問を行い、成長・発達の確認や子育

てに関する情報提供などを行っています。訪問率はほぼ 100％です。 

 令和２年度はコロナ禍の影響により訪問ができなかった家庭があり、その家庭には令和３年

度に繰り越して訪問を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

13,605 

4,253 

7,872 

14,318 

17,716 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

（人）

553

489

545

484

518

98.6 100 100 99.8 100

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

440

460

480

500

520

540

560

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

訪問世帯数 実施率

(人） (％） 

資料：こどもまんなか課 

資料：健康づくり課 



  

  

7  

７ 養育支援訪問事業  

 養育面で支援の必要性が高いと思われる家庭には、母子保健と児童福祉が一体的に相談支援

をしています。市では、健康づくり課・子育て支援センター・こどもまんなか課と連携して、

養育に関する相談、指導のほか必要な支援を行っています。養育環境によっては、複数回の訪

問が必要な家庭もあります。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

８  要保護児童対策地域協議会  

  

要保護児童対策地域協議会を設置し、関係機関が情報を共有し連携強化を図り、児童虐待等

の予防・対応を行っています。また、児童に関する相談窓口を設置し保護者の悩みや相談に対

応しています。令和元年度以降、新規相談・児童虐待の件数は増加し、新規相談件数は 1.7

倍、児童虐待件数は 2.7 倍となっています。 
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計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

   

   

  

  

 

こどもは、生まれながらにして大きな可能性を持ったかけがえのない存在です。 

 令和７年４月に施行予定の「鯖江市こどもの権利条例」（以下、条例といいます。）は、こどもに

関わるすべての人がこどもの権利を大切にし、それぞれの生活や活動に生かすことにより、こども

の権利を保障し、こどもが幸せに過ごすことができるまちづくりを推進することを目標としていま

す。こどもは、多くの人に支えられながら、夢と希望を持って成長し、やがて社会を支える側、す

なわち未来の力となります。 

こどもが能力を最大限に発揮するため、本市は、すべてのこどもの最善の利益を尊重し、地域全

体でこどもの権利を保障するまちを目指していきます。また、切れ目のない支援を通して、こども

が夢と希望を持って、自分らしく成長・発達できるまちを地域全体で目指していきます。さらに、

市民、企業、団体および行政が一体となって、地域の特色と活力を活かし、こども・若者、子育て

当事者をともに支え合うまちづくりを進めます。 
 

 

２ 計画の視点 

 

 

 

 

 

３ 計画の体系  

基本理念と６つの基本目標に基づき、21 の「基本施策」を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の基本的な考え方 
  

未来あるこどもの健やかな成長・発達を地域全体で支え合い、 

こどもの笑顔があふれるまち鯖江 

 

① こどもの最善の利益を尊重する視点 

② 切れ目ない支援と予防・早期発見・早期対応の視点 

③ 地域全体でこども・若者の育ちと子育て当事者を支え合う視点 
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４ 基本目標と施策の展開 

  

基本目標１ すべてのこども権利保障を推進 
    

   こどもの育ちを地域全体で支え、こどもが安心して健やかに成長・発達できるまちづくりを推

進するため、こどもの権利について地域全体で理解を深め、児童虐待などの権利侵害を防止す

るための取組を行います。 

                       

（主な事業：鯖江市こどもの権利条例の推進、人権教育啓発事業） 

 

（主な事業：こどもの意見聴取の推進、鯖江市こども計画の推進） 

 

 

（主な事業：要保護児童対策協議会設置事業、こども家庭センターの体制整備） 

 

（主な事業：スクールカウンセラー配置事業、不登校児童生徒自立支援応援事業） 

 

基本目標２ こどもの健やかな成長・発達の支援 
    

こどもの心身の健康づくりに取り組みます。また、こども一人ひとりの発達段階に応じた成

長・発達を支援するため、切れ目のない支援に取り組みます。 

 

 

 

 

（主な事業：乳幼児健診事業、予防接種事業）  

 

 

（主な事業：幼少期・青少年の運動・スポーツ活動の充実施策、食育学習推進事業） 

 

（主な事業：保健体育における指導、健康増進事業） 

 

 

 

（主な事業：育ちに関する相談会、障がい児保育推進事業）  

 

 

   
  

          

基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

基本目標Ⅰ  全てのこどもの権利保障を推進 

基本施策① 【新】 こどもの権利の理解促進 

基本施策② 【新】 こどもの意見表明と社会参加 

基本施策③ 【新】 こどもの権利侵害の防止 

施策③－１ 児童虐待等の対応 

施策③－２ こどもの権利侵害の防止 

基本施策① こどもの健康の支援 

基本施策② 障がいや発達に遅れなどがあり、支援が必要なこどもと 

その家庭への支援 

施策①－１ 健診や予防接種などの保健・医療の提供 

施策①－２ こどもの運動・食育の推進 

施策①－３ 学童期・思春期の保健対策の推進 



 

10  

基本目標３ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための子育て当

事者への支援  

   子育て当事者が身体的・精神的・時間的なゆとりがもてるように、子育て支援に努めます。ま

た、ひとり親家庭への自立支援やこどもの貧困対策等も行います。  

 

（主な事業：出産・子育て応援事業、母子健康手帳の交付、 

 

（主な事業：地域子育て支援センター事業、子ども子育てトータルサポート事業） 

 

  

（主な事業：児童手当支給事業、こども医療費助成事業） 

 

 

     （主な事業：母子・父子自立支援員設置事業、ひとり親家庭児童学習支援事業）  

 

 

（主な事業：自立促進支援センター設置事業、要・準要保護児童生徒援助事業） 

 

基本目標４ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 
    

すべての子どもが、豊かな心と健やかな身体を育み、調和のとれた人として成長できるよ

う、教育・保育の質の向上と施設環境の整備に取り組みます。 

 

（主な事業：屋内こどもの遊び場整備（嚮陽会館複合交流施設整備事業）） 

 

（主な事業：さばえ幼児教育わくわくこどもーしょん事業） 

 

（主な事業：ＩCＴ学習支援事業、学校生活・学習支援員配置事業） 

 

（主な事業：ふるさと教育推進事業、中学生体験活動支援事業）  

 

（主な事業：放課後児童クラブ事業、児童センター機能の充実） 

 

 

 

 

  

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

基本施策① 妊娠期から子育て期の切れ目ない支援の充実

 

基本施策① 年齢に応じた多様な遊びや体験活動の支援 

基本施策② 子育て支援サービスの充実

 

基本施策③ 経済的支援の充実

 

基本施策④ ひとり親家庭への支援

 

基本施策⑤ こどもの貧困対策の推進

 

基本施策② 乳幼児期の教育・保育の充実 

基本施策③ 質の高い学校教育の推進 

基本施策④ 鯖江への愛着心と誇りへの醸成 

基本施策⑤  【新】 放課後の過ごし方と居場所支援 
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基本目標５ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 
   

仕事と子育ての両立ができるよう、事業主、地域住民、関係団体などと連携を密にし、広

報・啓発や情報提供の充実を図り、子育てしやすい働きやすい環境づくりを推進します。 

   

（主な事業：地域で育む子育て支援ネットワーク事業、 子育てサポーター活動事業） 

 

 

（主な事業：親と子のふれあい事業、地区合宿通学事業、「子どものびのび広場」整備事業） 

 

 

（主な事業：交通安全教室開催事業、公園施設長寿命化対策支援事業）  

 

 

（主な事業：男女共同参画推進事業、ワーク・ライフ・バランス推進事業）基 

  

基本目標６ 全ての若者の社会的自立に向けた支援  
    

    若者が主体的に自らのライフデザインが描けるよう、キャリア教育や就労支援等を推進しま 

  す。また、多様な価値観が尊重されることを大前提としつつ、結婚や出産を望む人に対して、 

  希望に応じた支援を進めます。 

   こども・若者がどのようなライフステージでも健康的に生活できるよう、情報提供や相談支 

  援を行います。 

  

  

  （主な事業：キャリア教育事業、出会い交流サポート事業） 

 

  

（主な事業：こどもの居場所づくりの推進、重層的支援体制整備事業） 

    

  

５ 本計画の基本目標と SDGs の関係  

     鯖江市デジタル田園都市構想総合戦略の横断的方針「持続可能な開発目標 SDGs の達成」を軸
として、SDGs の目標達成に向けて取り組んでいます。 

  本計画の推進においても、SDGs の理念に基づき、市民や企業など様々な担い手と連携しなが

ら、各施策・事業を進めます。 

 【本計画に関連する SDGs の目標】 

 

 

  

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 
 

基本目標Ⅵ 全ての若者の社会的自立に向けた支援 

基本施策① こどもの健やかな成長を見守るネットワークの充実 

基本施策② 地域での子育て支援 

基本施策③ こどもが過ごしやすい安全・安心な環境の確保 

基本施策④ 多様な働き方に対応できる環境 

基本施策① 全ての若者に対する社会参画の支援 

基本施策②  【新】 悩みや不安を抱えるこども・若者とその家庭に対する支援 
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６ 施策成果指標  

 

基本目標Ⅰ 全てのこどもの権利保障を推進 

基本施策１ こどもの権利の理解促進 

成果指標 単位 
現状 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

こどもの権利について聞いたことがある

人の割合 

小学生 

％ 

46.7 80.0 

中学生 40.8 80.0 

保護者 51.9 80.0 

 

 基本施策２ こどもの意見表明と社会参加 

成果指標 単位 
現状 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

自分の思いを相手に伝えることができる

と思う人の割合 

小学生 

％ 

83.1 85.0 

中学生 83.5 85.0 

 

 基本施策３ こどもの権利侵害の防止 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

① 児童虐待等への対応 

児童虐待予防等の啓発回数 回 35 45 

乳幼児期に体

罰や暴言、ネ

グレクト等に

よらない子育

てをしている

親の割合
（注） 

4 か月児 

％ 

100.0 100.0※ 

１ 歳 ６ か

月児 
85.8 86.０※ 

３歳児 70.6 71.0※ 

② 不登校・いじめ・そ

の他困難な状況にあるこ

どもとその家庭への支援 

学校内外の機関等で専門的

な相談・指導等を受けてい

る割合 

％ 100 100 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、4か月児95.0％、 

1歳6か月児85.0％、3歳児70.0％です。 
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基本目標Ⅱ こどもの健やかな成長・発達の支援 

 基本施策１ こどもの健康の支援  

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

１健診や予防接種

などの保健・医療

の提供 

乳児一般健康診査平均受診率 
（1 か月児・4 か月児および 9～10

か月児健康診査の合計受診者数/合計

受診票交付対象者数） 

％ 99.8 100 

かかりつけ医をも

っているこどもの

割合（注） 

4 か月児 

％ 

83.7 85.0※ 

３歳児 88.7 95.0※ 

予防接種接種率 ％ 94.7 95.0 

２こどもの運動・

食育の推進 

児童生徒の朝食摂取率 ％ 95.2 100 

3 歳児の朝食摂取率 ％ 98.0 100 

３学童期・思春期

の保健対策の推進 

中学校への自殺予防の啓発 

実施率 
％ 100 100 

児童に対する人権教室開催数 回 6 8 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

※この目標値は、成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値に合わせます。 

 

基本施策2 障がいや発達に遅れがあり、支援が必要なこどもとその家庭への支援  

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

児童デイサービス待機者数 人 0 0 

発達支援のための教室等開催回数 回 373 385 

育てにくさを感じたときに対処できる親

の割合（注） 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成

育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

4 か月児 

％ 

86.7 

95.0※ １ 歳 ６ か

月児 
84.5 

３歳児 84.7 

※この目標値は、成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値に合わせます。 

 

  



 

14  

基本目標Ⅲ 安心してこどもを産み、ゆとりをもってこどもと向き合うための支援 

 基本施策１ 妊娠期から子育て期の切れ目のない支援の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

要支援妊産婦への訪問等による支援実施率 ％ 100 100 

ハーフバースデイ参加率 

（参加者数/対象者数） 
％ 95 95 

 

基本施策２ 子育て支援サービスの充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

出生数 （現状 令和元年～4 年の平均） 

（目標値 令和 8～11 年の平均） 
人 534 530 

子育て支援に満足している人の割合 ％ 55.6 65.0 

子育て支援センター事業延べ利用者数 人 17,716 18,000 

ゆったりとした気分でこどもと過ごせる

時間がある保護者 （注） 

 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成

育医療等基本方針に基づく評価指標より） 

4 か月児 

％ 

90.0 92.0※ 

１歳６か月児 79.6 85.0※ 

３歳児 77.6 78.0※ 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、4か月児92.0％、 

1歳6か月児85.0％、3歳児75.0％です。 

 基本施策３ 経済的支援の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

出産・子育て応援事業の経済的支援 

（妊娠届後と生後２か月時点の赤ちゃん訪問後に支給） 
％ 100 100 

児童手当の支給率 

（支給対象者数に対する支給者数の割合） 
％ 100 100 

 

 基本施策４ ひとり親家庭への支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

ひとり親家庭児童学習支援開催数 回 290 360 

習い事支援事業 助成実人数 人 55 65 

 

基本施策５ こどもの貧困対策の推進 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

生活困窮者就労支援実施率 ％ 100 100 
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基本目標Ⅳ こどもと子育て当事者を支える教育・保育等の充実 

 基本施策１ 年齢に応じた多様な遊びや体験活動の支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

地区の子育てネットワークの講座・行事回数 回 157 200 

児童センター事業数 回 204 210 

 

基本施策２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

待機児童数 人 0 0 

 

基本施策３ 質の高い学校教育の推進 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

学校が楽しいと思う児童生徒の割合 
小学生 

％ 
93.0 95.0 

中学生 88.1 90.0 

家庭・地域・学校協議会の実施率 ％ 100 100 

 

基本施策４ 鯖江への愛着心と誇りの醸成 

成果指標 単位 
現状 

（令和 5 年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

体験活動実施事業所数 箇所 152 160 

地域や社会をよくするために何かして

みたいと思う児童生徒の割合 

小学６年生 
％ 

82.4 85.0 

中学３年生 62.9 65.0 

 

基本施策５ 放課後の過ごし方と居場所支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

放課後児童クラブ 単位数   単位 35 35 

児童センターの延べ利用者数      人 71,484 75,000 

  

基本目標Ⅴ 地域みんなで子育てをサポートするまちづくりの推進 

 基本施策１ こどもの健やかな成長を見守るネットワークの充実 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年

度） 

地域で育む子育て支援ネットワーク委員会事業活動回数  回 202 205 

子育てサポーター活動率 

（活動者数/登録者数） 
％ 89 95 



 

16  

 基本施策２ 地域での子育て支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年

度） 

合宿通学事業を実施した公民館数 館 7 9 

放課後子ども教室の利用者数 人 12,013 13,000 

この地域で子育てをしたいと思う親の割合（注）  

 

（注）「健やか親子21（第２次）」指標（成育

医療等基本方針に基づく評価指標より） 

4 か月児 

人 

96.7 97.0※ 

１歳６か月児 97.0 98.0※ 

３歳児 98.2 99.0※ 

※参考：成育医療等基本方針（第2次）の中間評価（令和7年度）の目標値は、95.0％です。 

 

基本施策３ こどもが過ごしやすい安全・安心な環境の確保 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

交通安全施設のパトロール等による設置・補修率 ％ 100 100 

交通安全教室の開催回数 回 108 110 

情報モラル教育の実施率 ％ 100 100 

 

基本施策４ 多様な働き方に対応できる環境 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

ワーク・ライフ・バランスの認知度 ％ 33.9 
（令和 6 年度） 

50 

環境整備に取り組んだ企業数 社 9 50 

 

基本目標Ⅵ 全ての若者の社会的自立に向けた支援 

 基本施策１ 全ての若者に対する社会参画の支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

保育ボランティア参加受入率 ％ 100 100 

婚活事業等参加者数 人 28 50 

５０歳未満未婚率の増減（対５年前比） ％ ＋2.4 ＋2.0 

  

基本施策２ 悩みや不安を抱えるこども・若者とその家庭に対する支援 

成果指標 単位 
現状 

（令和５年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

幸せだと回答する中学生の割合 ％ 94.5（Ｒ６調査） 96.0 

ひきこもり相談対応率 ％ 100 100 
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教育・保育等の「量の見込み」と「確保方策」   
 

 地域の実情に応じた適切な子育て支援を提供するため、計画期間において、幼児期の教育・保育

事業と地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」を算出し、見込みを踏まえた供給体制の「確

保方策」を示します。 

 

教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」 

 

 

 

事業の種類  区域  指標  R7 年度  R8 年度  R9 年度  R10 年度  R11 年度  

１号認定（満３歳以上で、教育を希望

するこども（保育の必要性なし））  

1 区域  

量の見込み①  

人  

100 95 95 91 90 

確保量②  498 433 433 283 292 
②-①  398 338 338 192 202 

２号 認定（満３歳以上で、保育の必要

な事由に該当し、保育を希望するこど

も）  

量の見込み①  

人  

1,464 1,375 1,369 1,299 1,292 

確保量②  1,623 1,623 1,623 1,622 1,622 
②-①  159 248 254 323 330 

３号 認定（満３歳未満で、保育に必要

な事由に該当し、保育を希望するこど

も）  

量の見込み①  

人  

1,070 1,068 1,045 1,020 995 

確保量②  1,079 1,088 1,069 1,062 1,054 
②-①  9 20 24 42 59 

事業の種類  区域  指標  R7 年度  R8 年度  R9 年度  R10 年度  R11 年度  

（1）利用者支援事業 

 （基本型・こども家庭センター型） 
市全域 

量の見込み①  
か所 

2 2 2 2 2 

確保量②  2 2 2 2 2 

（2）地域子育て支援拠点事業  

市全域 

量の見込み①  

人日/年 

7,130 7,090 6,935 6,775 6,610 

確保量②  9,000 9,000 9,000 8,500 8,500 

②-①  1,870 1,910 2,065 1,725 1,890 

（3）放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 
市全域  

量の見込み①  

人日/年  

1,035 1,000 944 928 877 

確保量②  1,035 1,000 1,000 1,000 1,000 

②-①  0 0 56 72 123 

（4）妊婦健康診査 

市全域  

量の見込み①  

件/年  

5,126 5,005 4,895 4,796 4,675 

確保量②  6,524 6,370 6,230 6,104 5,950 

②-①  1,398 1,365 1,335 1,308 1,275 

（5）乳幼児家庭全戸訪問事業 
市全域   

量の見込み①  
人/年  

466 455 445 436 425 

確保量②  466 455 445 436 425 

（6）養育支援訪問事業 
市全域  

量の見込み①  
件/年  

120 120 120 120 120 

確保量②  120 120 120 120 120 

（7）子育て短期支援事業 

（ショートステイ、トワイライトステイ） 市全域  
量の見込み  

人日/年  
274 264 261 251 247 

確保量  274 264 261 251 247 

（8-1）一時預かり事業 

 （幼稚園型） 市全域  
量の見込み  

人日/年 
3,714 3,483 3,467 3,291 3,273 

確保量  3,714 3,483 3,467 3,291 3,273 

（8-2）一時預かり事業 

（幼稚園型以外） 市全域  
量の見込み  

人日/年 
1,456 1,405 1,387 1,335 1,316 

確保量  1,456 1,405 1,387 1,335 1,316 

（8-3）一時預かり事業  

（子育て支援センター） 市全域  
量の見込み 

人日/年  
900 900 900 900 900 

確保量 900 900 900 900 900 

  
  

  

教育・保育等の「量の見込み」と「確保方策」 
  

地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」と「確保方策」 
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事業の種類  区域  指標  R7 年度  R8 年度  R9 年度  R10 年度  R11 年度  

（8-4）一時預かり事業 

（すみずみ子育てサポート事業） 
市全域 量の見込み 

人日/年 
3,656 3,529 3,484 3,353 3,304 

確保量 3,656 3,529 3,484 3,353 3,304 
（9）延長保育事業  

市全域  
量の見込み  

人日/年 
631 609 601 579 570 

確保量  631 609 601 579 570 
（10）病児・病後児保育事業 

市全域  
量の見込み  

人日/年 
1,085 1,047 1,034 995 980 

確保量  1,085 1,047 1,034 995 980 
（11）利用者支援事業（妊婦等包括 

相談支援事業型） 市全域  
量の見込み  

人日/年 
1,864 1,820 1,780 1,744 1,700 

 確保量 1,864 1,820 1,780 1,744 1,700 
（12）乳児等通園支援事業  

市全域  
量の見込み  

人日/年  
- 16 16 16 16 

確保量  - 10 10 10 10 

（13）産後ケア事業 
市全域  

量の見込み  
人日/年  

300 300 300 300 300 

確保量  300 300 300 300 300 

（14）子育て世帯訪問支援事業 
市全域  

量の見込み  
人日/年  

60 60 60 60 60 

確保量 - 20 25 30 35 

（15）児童育成支援拠点事業 
市全域 

量の見込み  
人日/年  

10 10 10 10 10 

確保量  0 5 5 5 5 

（16）親子関係形成支援事業 
市全域 

量の見込み  
人/年  

10 10 10 10 10 

確保量  10 10 10 10 10 
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計画の推進体制 

１  庁内推進体制  

  

  鯖江市こども計画の推進にあたっては、庁内の推進組織として、計画に関係性が高い担当 

       課（市民主役推進課、ダイバーシティ推進・相談課、社会福祉課、こどもまんなか課、 

   保育・幼児教育課、健康づくり課、学校教育課、生涯学習課）で構成する推進連絡会を設置 

   し、施策を総合的に推進します。  

  

 

２  関係機関・団体や市民との連携  

  

     
鯖江市こども計画の施策の着実な推進を図るため、国や県との連携強化を図るとともに、 

   こども、子育て当事者、市民、および企業、各種団体や関係機関と連携し、協働すること 

   により、きめ細やかな施策の推進を行います。  

  

 

３  計画の進行管理  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

編集・発行：鯖江市役所 健康福祉部 こどもまんなか課  

〒916－8666 福井県鯖江市西山町 13 番１号  

TEL 0778－53－2224（直通） FAX 0778－51－8165  

 

 

計画の推進体制   

 この計画の進捗状況については、「鯖江市子ども・子育て会議」において、計画期間

である令和７年度から令和 11 年度までの５年間、毎年度、計画の進捗状況を点検、評

価します。 

 なお、計画策定時に定めた「教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み」についてはあ、利用者の動向等を鑑みながら、実際の利用状況等と大きな解離が

みられ、見直しが必要と考えられる場合には、計画期間の中間年を目安に計画の見直し

を行い、実態に即した計画の推進を行います。 
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